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参加とローカル知は必要不可欠であるか?
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【概要】

近年,技術システムのマネジメントに,技術の利用者(または当事者)が参加する

ケースが増えてきている.また,彼らのもつローカル知を活かそうという試みも行わ

れている.しかしながら,参加とローカル知の必要性を説く従来の議論は,既存の社

会理論や文化理論において主題を技術に替えてみただけのものが多い.これに対して,

本論文では,技術という主題の特有性を十分に反映させ,技術がそれ自身の都合によ

って参加とローカル知を要求する可能性について考察した.また,技術の内容を先に

与えてそれに適合する社会関係を後から検討する,あるいは,両者の同時的な組合せ

を検討するという｢思考方法｣をとった.そして,このような思考方法に従って, ｢環

境共生住宅群｣という具体的な技術システムを例にとりt 参加とローカル知の必要性

を吟味した.そこで得られた帰結を一般化することにより,一般の接術システムにお

いて参加とローカル知が必要となる条件をt いくつか導いた.技術マネジメントにお
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いて,利用者のローカル知が必要となるのは,技術システムの主要な価値が利用者の

暗黙知によって定義される場合である.また,利用者の参加が要請される条件として

は, ｢当該技術システムが不確実性の高い物質的部分系を含み,その部分系がすべての

利用者と直接濃密な相互作用をもつこと｣, ｢不確実性を制御する方法の中に,科学的･

技術的な手段だけでなく,人間の行動が組み込まれていること｣などが挙げられる.

1.はじめに

近年,西欧諸国だけでなく日本においても,技術システムのマネジメント

に,専門知識をもたない当事者が参加するケースが増えてきている1).自然

再生事業や土木事業の順応的管理における住民参加が代表的な例である.そ

の際,住民がもつローカル知(経験,伝統,土地箆,五感等)を活かすこと

も試みられている.しかしながら多くの場合,住民の参加と彼らのローカル

知は,それがないと技術そのものが成り立たなくなるというほど必要不可欠

なわけではない.たいていの場合,技術マネジメントに住民が参加する根拠

は,民主主義の拡大といった社会論的･政治論的な理由が主であり,純粋に

技術的な理由だけで住民参加が必要となることは,まずないといってよいだ

ろう.

ここでいう民主主義の拡大とは,あらゆる政策決定にすべての人が平等な

権限で参加するという,完全な直接民主制を理想的極限として民主主義を発

展させていくことである.多くの先進工業国において,集団に固有な意味供

給源が枯渇し,すべての意思決定作業が個人に委ねられるという｢個人化過

程｣が生じているとする見方がある2).そうした変化が本当に避けられない

必然であるならば,民主主義は,個人化された完全な直接民主制という無限

遠の理想に向かって,果てしなく進んでいくであろう.このとき,技術マネ

ジメントも一つの政策決定であるから,すべての人が-従ってすべての当

1)通常は,技術の｢ガバナンス｣という用語を使うが,本論文では｢ガバナンス｣の

代わりに, ｢マネジメント｣という言葉を使う.その理由は,本論文では,社会集団が

もつ社会関係,すなわち政治的な意味での｢ガバナンス形態｣も同時に考察するので,

技術に対しても｢ガバナンス｣の語を用いると, ｢ガバナンス｣の対象が技術なのか集

団自身なのか分からなくなってしまう危険が生じるからである.なお,技術の｢マネ

ジメント｣は,技術の評価,企画,設計,製作(製造),運用,監視,見直しといった

様々な行為を包含する.

2〉例えば,ペックほか(1997), 20頁.ここでは,再帰的近代化の文脈で議論されている.
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尊者が一技術マネジメントに参加することが,理想となる.しかし,そう

いった理想的事態においてでさえ,技術的な内容が参加を要請しているわけ

ではない.

理想的極限を設定しない,もう少し実際的な議論の仕方としては,次のよ

うなものが考えられる.それは,多くの政策課題において技術的課題の占め

る割合が著しく増大しているので,十分に成熟した民主主義社会の実現を目

指すのならば,技術マネジメントにおける参加の問題は避けて通れか､,と

いう議論である.しかしながら,この議論においても,民主主義や参加とい

った政治学的主題の方が先に設定されるのであって,技術的内容がそれに先

立つわけではない.

これに対し,筆者は,技術の内容を与件として先に与えた場合に,どのよ

うな社会関係がふさわしいものとして導かれるのかを見る,という｢思考方

法｣をとる.また,どちらを与件とするかを決めずに,両者を独立に同時に

与えてみる場合に,どのような組合せが選択されるのかを見る,という｢思

考方法｣も併わせて試してみる.

このような考え方は単なる知的遊戯ではなく,それには実際的な理由があ

る.例えば,民主化の度合いというものは,社会のどの部分をとっても同じ

というわけではない.社会集団のとり方によっては,民主主義が存在しない

こともある.企業や軍隊の内部がそうである.また,技術の種類によっても

適合する社会形態は異なる.核兵器や高速増殖炉,感染力の強いウイルスな

ど,甚大なリスクをもつ対象を統御する組織の内部においては,指揮系統を

確保するための権威的関係が必要である3).

このように,一つの国の中でも社会集団によって民主化の程度が一様でな

いことに注意すると,先に述べた｢思考方法｣が妥当であることが分かる.

もしも,この｢思考方法｣によって,ある技術が,民主的な社会集団の形態

と非常によく適合することが論理的に導き出されたならば,現実に民主的な

形態を選択するための一つの有力な根拠となるであろう.

以上が,参加の必要性を検討する方法であるが,また,ローカル知につい

ても,同様の｢思考方法｣を試してみるべきである.つまり,技術の内容が

3)もちろん組織の外部は民主的社会であってよい.その場合は,外部説明責任が発生

し,情報公開が必要となろう.
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与件として与えられた場合に,ローカル知の必要性が導かれるかどうかを検

討するのである.ローカル知の定義には様々なものがあるが,ここでは,吹

のように定義してみる.

当事者(または利用者)の文脈や状況に依存するがゆえに,当事者

(利用者)が最もよく知っており,通常は外部の専門家には知るこ

とが困難な知識4)

当事者がもつ暗黙知はローカル知である.感覚や潜在意識,体で覚えた知

識(身体知),歴史的記憶,暗黙のルール(biddenrules)などもローカル知

である.ローカル知は,精神測定やインタビュー,行動観察など様々な方法

によって表出化されるのであるが,表出化された後の知識がローカル知なの

か普遍知なのかは,場合によって異なるので,個々に判断するしかない5).

例えば,行動観察の記録自体は,ローカル知とみなしてもよいと思われるが,

それらの行動記録に知識処理を施すことによって得られた行動規則は普遍知

である.

本論文では,以上のような論法(思考方法)に従って,対象となる技術そ

れ自体が,当事者の民主的参加とローカル知を必要とする可能性について論

ずる.そしてt このような可能性を検討する材料としてふさわしい事例を,

次節で紹介する.最後の第3節において,一般的な考察を行う.当事者(刺

用者)の参加を必須とする技術システムの一般的条件を検討し,また,従来

の議論との違いについて考察する.

4) ｢住民｣や｢利用者｣は, ｢当事者｣の範時に含まれる.なお,当事者は便益を受け

る利用者(受益者)であってもよいし,損失を被る被害者であってもよい.受益者集
団と被害者集団を区別せずに,一つの社会集団の中に対立関係があるとみなす.

5)暗黙知の表出化(externalization)については,例えば,野中･竹内(1996)を参照さ

れたい.
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2.参カロとローカル知を要請する技術システム

ー環境共生住宅群における風環境の管理-

本論文で考察する技術システムは,自然環境との共生を目指した住宅群を

含み,かつ,すべての住宅に対して十分な通風を保証する技術システムであ

る.これは筆者が仮想的に構成したシステムだが,実際に存在する例を参考

にしている.それは,東京工業大学大学院の梅干野研究室が研究対象とした

住宅群で,神奈川県川崎市宮前区の分譲地と千乗県浦安市の分譲地の住宅群

である(以下では, ｢参考事例｣と呼ぶことにする).いずれの分譲地の住宅

ち,自然の恵みを利用しで決適な住環境を実現することをコンセプトの一部

としており,そのために,夏の冷房(涼房)には通風効果と緑陰効果を積極

的に利用している6).浦安市の分譲地に関しては,風環境を管理するための

データベースの作成が試みられており,将来のツール化が予定されている7).

本論文では,参加について理論的に考察しやすくするために,風環境管理

のスキームを改変して仮想的なスキームを構成した.また,居住者のローカ

ル知の重要性について検討しやすくするために,各住宅を最新の次世代ゼ

ロ･エネルギー住宅に置き換えた.具体的には,各住宅の外形や,庭,敷地

の形状は同じだが,実際よりも窓の数を増やす.また,窓よりも風量を調節

しやすいルーバー(よろい戸)も設置する.さらに,部屋と部屋の間の風通

しを可能にする｢回転式らんま｣を取り付けが).こうすると,屋内におけ

る風の通り道のオプションが増え,風環境に予想外の変化があっても通風を

確保できる可能性が高まる.また,エアコンとして,通常のように室内の空

気を循環させるタイプではなく,冷輯射によって平均額射温度(グローブ温

皮)を下げる｢梅射式パネル冷房｣を採用し,冷房中でも窓を開けて通風を

6)梅干野晃ほか(2007),浅輪貴史ほか(2007),白樺ほか(2000),富樫ほか(2000),清水ほ

か(2001).

7)梅干野鼠ほか(2007), 668頁.
8) ｢回転式らんま｣は,部屋と部屋を仕切る戸の上についている.隣の部屋からの視

線を遮るために戸を閉めている場合でも, ｢回転式らんま｣を開けることにより,風の

通り道を確保することができる.
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行うことができるようにする9).なお,冬季には,窓とルーバーをすべて閉

めることにより,高断熱･高気密住宅へと変身させることも可能である.

2-1微気候のデザイン

通風の効果を確保するためには,建物内外の風の涜れをデザインしかナれ

ばならないが,前述の参考事例では流体の数値シミュレーション(Continu-

ousFluidDynamicsによる解析)を用いてデザインを行っている.しかし,

ここで注意しなければいけない現象がある.それは, ｢微気候｣ (Microclimate)

である. ｢微気候｣とは,ほんの僅か(例えば1m)位置が違うだけで,ある

いは,ほんの僅か条件が異なるだけで,熱環境や風環境が大きく異なってく

るという現象である.この現象は,カオス力学系の特徴の一つで, ｢バタフ

ライ効果｣と呼ばれる10).有名な｢微気候｣の例として,サンフランシスコ

の夏の気候が挙げられる.海からの湿った冷気と複雑な地形によって大気に

むらが生じ1ブロック移動するだけで気温が5℃も違ってくることがある

という11).また,ビル風やヒートアイランド現象なども｢微気候｣の例であ

る.

本論文で考察する技術システムにおいても,この｢微気候｣現象により,

たった一つの建物の増改築や,植栽の変更,道路の縁石や生垣の配置の変更

などが,住宅地全体の風の流れを変えてしまう12).従って,風環境を管理す

るためには,各世帯が所有する建物と植栽,住宅と住宅の間にある生垣t 道

路等の共通スペースにある縁石や樹木など,すべてのオブジェクトの形状と

9)ここで述べた次世代ゼロ･エネルギー住宅については,雑誌『ハウジング･トリビ

ューン』の記事(ハウジング･トリビューン編集部(2009)),および,ミサワホーム(秩)
の公開特許(特開2006-274799)を参照されたい.
10) ｢バタフライ効果｣とは,カオス力学系において,初期値などの条件の僅かな違い

が.系の状態を大きく変えてしまうことを言う.初期値を厳密に知ることは現実には

無理なため,カオス力学系における長期の予測は事実上不可能である.この効果の名
称｢バタフライ｣ (-咲)は,気象学者のエドワード･ローレンツが1972年に行った

講演のタイトル『予測可能性-ブラジルでの喋の羽ばたきはテキサスでトルネードを

引き起こすか』に由来する.
ll)

wikipedia, ､､Microclimate′′の項目: bttp://en.wikipedia.org/wiki/Microclimate/,

2010年6月10日アクセス.

12)また,植栽や樹木は.年々生長していくので,それらの経年変化も把握しておく必

要がある.
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配置を把握しておく必要がある13).通常の,通風をそれほど積極的に利用し

ない住宅群であれば,各入居者は自分が所有する建物と植栽を変更する場合,

たいていは隣接する建物-の影響を考えておけば十分であるが,本システム

では,住宅地全体への影響を考えなければいけない.また,影響が及ぶ範囲

は,シミュレーションを行ってみないと分からないし,相当離れた地点の風

環境を変えてしまう可能性もある.従って,風向･風速･温湿度等に関する

数値シミュレーションの結果を住民全員が理解し,全員の合意のもとに協力

して維持管理に当たることが,重要になってくるのである.

2-2 技術マネジメントヘの参カロの必要性

通風を積極利用する環境共生住宅群を,一つの技術システムと見た場合の

構成を,実在物(人間を含む)とそれらの間の相互作用のみに注目して簡単

に整理すると,図1のようになる.

実在物は, ｢住宅地城全体の風の淀れ｣,各建物に入居している｢居住者｣

(一人または複数),および｢屋内気候｣ (屋内の空気の流れ)の3つである.

これらのうち, ｢風の淀れ｣は不確実な物質系をなしている14).矢印とその傍

に記されている文字列は,これら実在物の間の相互作用の向きと内容を表し

ている.

｢居住者｣が｢風の流れ｣に対して及ぼす｢作用｣とは, ｢居住者｣が所有

する建物の増改築や植栽の変更のことを指す(図1では, ｢居住者1｣が｢風

の流れ｣に対して｢作用｣を及ぼしている).この｢作用｣は,逆に｢風の流

れ｣から各居住者(｢居住者1｣
- ｢居住者n｣)へ向かう｢反作用｣,すなわ

ち各居住者の建物における空気環境の変化を引き起こす.この｢反作用｣に

対処すべく,各｢居住者｣は,窓やルーバー, ｢回転式らんま｣などの開閉

パターンを変えることで｢屋内気候｣の｢快適性｣を維持する.このとき,

｢快適性｣の定義は,各建物に実際に住んでいる｢居住者｣が行う.

13)ある大きさ･高さより小さく低いオブジェクトは,無視することができる.
14) ｢屋内気候｣も不確実性をもつが,ここでは,通風操作によってかなりの快適性を

確保でき,不確実性はそれほど高くないものとする.なお,図2の｢風環境マネジメ

ントのスキーム｣に示されているように,通風操作の工夫で制御しきれない場合は,

政治的なオプションとして,建物の増改築や植栽の変更に対して反対することができ

る.
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この技術システムのマネジメントのなかで中核となるのは,｢住宅地域全体

の風の流れ｣のマネジメントである.そのマネジメント･スキームを図2に

フローチャートで示す.左側のフローが,全住民による｢住宅地全体の風の

流れのマネジメント｣を表し,右側のフローは各建物の居住者による｢屋内

気候のマネジメント｣を表している.左側のフローのうち｢熱･風環境のシ

ミュレーション｣から｢話し合い｣へと移るときだけ,右側の,各居住者に

よる屋内気候のマネジメントの結果が参照される.

この技術マネジメントでは,屋内外の気流の不確実性を,シミュレーショ

ンという科学的技法と,住民の参加という政治的手法によって,低減させて

いる.どちらが欠けても技術マネジメントは成立しない.

図1技術システムの構成(概念図)
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図2 風環境マネジメントのスキーム

こうして,技術システムの構成とマネジメント方法の概要を示すことがで

きたので,次に,この技術システムに登場する社会集団,すなわち住宅地域

の住民,の社会関係について考えてみる.

｢社会関係｣という用語は,既に何度か使っているが,ここで少しだけ詳

しく説明する.これはマルクスによる造語で, ｢生産関係が社会関係を規定す

る｣, ｢物質が社会関係を規定する｣といった基本的な命題において用いられ

た.狭義には,社会を構成する個人や集団の問(あるいは内部の)関係性の

ことであるが,もっと広く,政治形態や社会構造などと言い換えてもよい15)

15)その後, ｢社会関係｣や関連する諸概念は,マルクシストに限らず,様々な学者と

著作家たちによって受け継がれ,発展させられた.近年では,ラングドン･ウイナー

が,人工物が形成する技術体系と政治的形態との相似的関係について論じている.ウ

イナー(2000)の第二章に所収の論文｢人工物に政治はあるか｣,および第三章所収の論
文｢テクネ-とポリティア｣など.
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社会関係の具体例としては,協力(関係)t 敵対(関係),参加,排除,氏

主主義,権威主義,中央集権,分権,平等(すなわち対等),差異,階級性,

支配,従属といった様々な形態がある.本論文の技術システムでは,これら

のうち,全住民のマネジメントへの｢参加｣,および合意されたアクションの

実現に当たっての｢協力｣が,不可欠なものとして要請されている.それら

に加えて,前にも述べたことだが,一人の行為が誰にどのくらい影響を与え

るかは,シミュレーションを行ってみなければ分からないから,影響関係は

｢対等｣である.従って,この技術システムに適合するt 最も自然な社会関

係は,すべての人が｢平等｣な｢参加｣権限をもち,合意事項に関しては全

員が｢協力｣するという関係である. ｢民主主義｣,すなわち｢民主的｣な関

係性は,すべての構成員の｢平等｣な｢参加｣と合意事項についての｢協力｣

関係を内包している.

他の,平等でない社会関係も論理的には可能である.例えば,各住宅に等

級をつけ,最高クラスの住宅に住む居住者の意見が他に優先する,といった

形態も考えうる.しかしながら,実際にこのような形態が選ばれる可能性は

低いと考えられる.なぜなら,まず第一に,すべての住宅に等級を割り当て

るためには,シミュレーションによって風向と風速に関するデータを揃える

必要があるが,それまで,住宅の価格目標を設定しないで,設計を進めるの

は合理的ではないからである.第二に,住宅地域の外の地域で建築物の建設

が進むと,住宅地内の風環境が変わる可能性があり,その場合の風の変化の

予想は,既に述べたように困難であるからである.第三に,設計の単純さの

観点から見ると,わざわざ等級をつけることは設計をより複雑にする.他に

合理的な理由,例えば利益が著しく増加するといった理由がなければ,この

ようなオプションが第一選択肢となる可能性は低いと考えられる.

213 ローカル知の必要性と知的権力

ローカル知が必要不可欠なものとして要求される可能性については,以下

のような議論が可能である16).

まず, ｢快適性｣に関する感覚と見解は,居住者がもつローカル知である.

加えて, ｢快適性｣を定義する権利をもっているのも,実際に住宅の中で生活

16)ここでは,建物の中の話をしているので, ｢住民｣や｢住人｣の代わりに｢居住者｣

という言葉を使う.
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している居住者である.専門家による快適性の諸定義は,住環境に関する居

住者の評価を収集し,統計的解析を行った結果をもとに決められた二次的な

定義である.従って,環境共生住宅に不可欠な快適性の確保は,設計段階で

は専門的定義に則って設計が行われるが,本来的には実際に入居する居住者

が快適性を決めるのである.かりに快適な環境が設計どおりに実現されてい

たとしても,その実現された環境で暮らす居住者が不快と感じれば,その専

門的定義は一少なくともその住宅に関しては一間違っているのである.

さらに具体的に理解するために,通風によって得られる熟的快適性につい

て考えてみる.専門的な定義では,熱的快適性を温度,湿度,空気の流れ,

換気量などの諸変数を使って定義するが,このとき個人差,つまり同一の物

理的環境下での各個人の評価の違いは,統計的処理によって捨象されている.

せいぜい標準偏差などの値で表現されるくらいである.また,快適な感覚の

すべてを数量化できるわけではない.数量化できない感覚や見解についは,

深い聴き取り調査(in-depth interview)によって掘り起こす必要がある･聴

き取り調査といえども,すべての暗黙知を表出化できるわけではないが,し

ばしば,専門家が予期しなかったコメントを居住者から得ることがある.と

くに居住者の感覚や見解が専門家の知識と矛盾する場合は,専門家が居住者

のローカル知を捉え損ねているのであり,修正されるべきは専門家の知識の

方である.

このように見てくると,居住者は,快適性を定義するローカル知を所有す

ることによって,一種の知的権力を手にしていることが分かる.つまり,ロ

ーカル知は,居住者の知的権力の源泉となっており,居住者に知的地位の向

上をもたらしているのである.もちろん,この知的権力は決して大きな権力

ではなく,知的地位の上積みも少ししかないのだが,原理的には確かに存在

するのである.

また,快適性は,環境共生住宅という技術システムのコンセプトの重要な

要素である.言い換えれば,快適性がこの技術システムの主要な価値の一つ

である.つまり,居住者のローカル知が快適性を定義し,快適性が技術シス

テムの主要な価値の一部を定義しているのだから,結局のところ,部分的に

ではあるが,居住者のローカル知が技術システムに価値を与えているのであ

る.
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おそらく,自然環境との共生と,快適性の向上とは,互いに親和性が高い

テーマである.つまり,技術システムに自然環境との共生という目的がある

場合,そのシステムにとっで決適性は主要な価値である可能性が高い.従っ

て,技術システムが自然環境との共生を目指す限り,その技術の利用者は,

快適性に関するローカル知によって,居住者は幾ばくかの知的権力を得るこ

とになる.

それでは,快適性の知識以外に,居住者のローカル知はないのだろうか?

ここで,ローカル知が通風操作という居住者の行動として表出化されること

に着目する.また,より快適な室内環境の実現を目指して通風操作の学習が

行われ,居住者固有のノウハウが形成される.問題は果たしてこれをローカ

ル知と呼べるかどうかである.

通風操作のノウハウは,快適性の感覚(快･不快)から行動を導く知識で

あるので,身体知の一種であると見てよいであろう.観察された行動を形式

表現に変換することは実行可能であるが,快適性の感覚と行動との対応関係

を見出すことは難しい.よしんば,快適性の感覚を温湿度や風に関する指標

で近似的に(ファジィに)表現することができたとしても,また窓等の開閉

をセンサーで記録したとしても,快適性の感覚と行動との対応付けには,膨

大な計算の手間とコストがかかる.つまり,原理的に実行可能であっても,

事実上計算不可能なことが予想される.

従って,居住者が学習した通風のノウハウは,ローカル知とみなしてよい

であろう.実際に,次世代ゼロ･エネルギー住宅を開発したメーカーでは,

通風の基本戦略のみをデザインし,具体的なノウハウの習得は居住者に委ね

ている.これを,専門家から素人の利用者への知的権力の分配と見ることも

できる.その分だけ, ｢快適性の定義｣のときに比べて,居住者の知的権力が

増えることになる.

通風ノウハウの知的な力の源泉は,やはり｢快適性｣に関する居住者の知

識である.環境共生住宅という技術システムに,原理的に｢快適性｣が欠か

せない以上通風のノウハウは必要なものとして要求されるのである.また,

前述のように,環境共生住宅以外の技術システムであっても,それが自然環

境との共生を目的とする技術システムであれば,快適性の向上も同時に追求
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され,結果として,利用者はそのローカル知のおかげで幾ばくかの知的権力

を得ることになる.

こうして,技術システムがそれ自身の成立のためにローカル知を必要とす

る条件が見つかった.それは,技術システムの主要な価値が利用者の暗黙知

によって定義される場合である.本事例に即して言えば,技術システムの目

的が快適性の向上である場合,あるいは,目的が自然との共生である場合で

ある.このとき,利用者は,自身のもつローカル知のおかげで,ある一定程

度の知的権力を得ることになる.

3.一般的考察

3-1技術システムにおいて当事者･利用者の参カロが必須となる一般的条件

前節において,ローカル知が必要とされるための条件を示した.この節で

は,利用者(当事者)の参加が必要とされる条件について考える.

2-2節においてある程度技術システムを抽象化したが,さらに抽象化を進め

たうえで,すべての利用者(当事者)の平等な参加を要請する条件について

考えてみると,次のような4つの条件の組(論理積)を得る.

(a)当該技術システムが不確実性の高い物質的部分系を含み,その部

分系がすべての利用者(当事者)と直接濃密な相互作用をもつ.

(b)その不確実な部分系に対して,ひとりが作用を及ぼすと,すべ

ての利用者(当事者)に不確実な反作用が返ってくる.

(c)不確実な部分系からの反作用は, (シミュレーション等の)科学

的解析を行わない限り,予測･制御できない.

(d)不確実性を制御する方法の中に,科学的･技術的な手段だけで

なく,人間の行動が組み込まれている.

これらは何を意味しているだろうか?

技術システムに含まれる物質系に不確実性がある場合,順応的管理を採用

することが多いが,その際,利用者(当事者)の技術マネジメントヘの参加

を促す方法として,次のようなことが考えられる.技術システムを新たに企
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画･設計する場合は,不確実な物質系と人間とが直接的な相互作用をもつよ

うに,システムを組めないかどうかを検討してみるのである.既に存在する

システムの場合は,そのようにシステムを変更できないかを検討してみる.

自然再生事業や土木事業,都市計画などでは,不確実な物質系は自然環境の

ある部分であることが多い.その場合,自然環境と人間との空間的･心理的

距離をできるだけ締めて,直接的な双方向の相互作用が行われるようにシス

テムを企画ないしは変更することが,検討されるべきである.また,自然環

境から人間への反作用の不確実性を低減するに当たっては,科学的技術的な

方法だけでなく,人間集団の社会関係を工夫することで対処できないかどう

か考えてみるべきである.

ここに,専門的技術者が技術倫理に対して果たす役割が見えてくる.社会

の中にある技術者として倫理的に行動しようと努めることは,もちろん大切

なことであるが,それだけでは不十分であると思われる.社会における自身

の行動が倫理的であるかどうかだけではなく,自分が設計した技術システム

の振る舞いが倫理的であるかどうかについても考えるべきではないだろう

か?そのためには,技術システムに含まれる物質的存在と人間存在とが相互

に及ぼす影響や,物質が人間集団の社会関係に及ぼす影響についても,設計

の射程に入れるべきであろう.

3-2 本論文と関連する他の議論との比較

最後に,本論文の議論と,先行する議論との比較検討を行ってみたい.

まず,ラベッツの｢ポスト･ノーマル･サイエンス｣との違いに触れたい.

確かに,システムの不確実性が市民参加を求めているとする点は共通してい

るが,ラベッツが想定しているのは,高度に不確実で,原理的に分析不能な

部分を含むシステムである17).これに対し,本論文で扱った技術システムが

含む｢微気候｣は,複雑系の一種ではあるが,近似手法の蓄積の結果t 比較

的少ない計算量で十分な近似精度のシミュレーションを実施することが可能

である.つまり,システムにおける不確実性と複雑性は中程度であると言え

る.また,空間的にも限定された比較的小さな領域が対象である.しかしな

がら,二人以上の人間がいるところには社会関係が発生するので,どんなに

17)
Ravetz (1999).
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少人数でも社会集団として捉えることが可能である.技術マネジメントヘの

参加は,公共の大問題となっている大規模な技術システムだけではなく,ご

くありふれた小さな技術システムにおいても,要請される可能性が十分にあ

るのである.

また,ローカル知に関する総合的な議論としては,鬼頭秀一らが2007年の

｢科学技術社会論学会第6回年次研究大会｣で実施したワークショップ｢ロ

ーカル知の組織化と地域社会のデザイン｣が挙げられる.このワークショッ

プでは,ランドスケープデザインや土木技術,生態学,環境社会学など,幅

広い分野の研究者が集まって非常に有意義な討論が行われた.しかしながら,

ローカル知の｢組織化｣が主要なテーマの一つとして挙げられており,ある

程度大きな窺模の技術システムと社会集団がイメージされていたように思う.

それよりも,むしろ発想を逆転して,適用事例を小さな系に拡大して小規模

の事例を増やしていくという方向もあると考える.小規模な技術においても

参加とローカル知の重要性が常に考慮されるような設計習慣を社会に広めて

いくことも重要ではないだろうか?もし,身近な空間が参加とローカル知を

活用した技術であふれていたら,人々は一専門家も素人も-それを当た

り前のこととして考えるようになるのではないだろうか?

民主的参加とローカル知を考慮した設計事例を増やすことに関しては,関

口らのように,倫理的な人工物の設計に関する一般理論の構築を試みている

エンジニアたちがいることを,指摘しておくべきであろう18).掛こ,初期設

計の段階において,倫理や目的といった高いレベルの言説を反映させる一般

的なスキームを提案している点が注目される.このスキームに,参加や民主

主義,ローカル知,知的権力の分散といった言説を取り込んでもよいであろ

う.この研究は,まだ緒に付いたばかりであるが,今後の発展が期待される.
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